広島県食品の適正表示推進者育成事業実施要綱
第１章　総則

（目的）

第１条　この要綱は、食品関係事業者等に対して食品等の表示（以下、「食品表示」という。）に関する正しい知識を付与することにより、食品等を取り扱う事業施設において、適正な食品表示を推進する核となる人材（以下「適正表示推進者」 という。）を育成し、もって適正な食品表示を推進することを目的とする。

（実施事業）

第２条　適正な食品表示を推進するため、次の各号に定める広島県食品の適正表示推進者育成

事業（以下「事業」という。）を行う。
（１）広島県（以下「県」という。）は、食品衛生法第３条第１項に規定する食品等事業者及び食品表示に係る業務に従事又は従事しようとする者を対象として、適正表示推進者を育成するため食品表示に関する講習会（以下「適正表示推進者育成講習会」という。）を開催する。

ただし、広島県知事（以下「知事」という。）が指定した公益法人等（以下「開催機関」という。）が実施する食品表示に関する講習会をこれに代えることができる。
（２）県は、必要に応じて、適正表示推進者を対象として、食品表示に関する知識を継続的

　　　　　　に付与する講習会（以下、「フォローアップ講習会」という。）を開催する。
ただし、開催機関が実施する食品表示に関する講習会をこれに代えることができる。

（３）県又は開催機関（以下「実施機関」という。）は、適正表示推進者のうち希望者に対して、食品表示関係法令の改正等最新情報をメール配信する。

（適正表示推進者）

第３条　適正表示推進者は、前条第１号に規定する適正表示推進者育成講習会を受講した者と
し、次の各号に定める事項について中心的な役割を担うものとする。
（１）取り扱う食品表示が適切であることを確認すること。
（２）事業者又は従業員等に対して、食品表示に関する啓発を行うこと。

（３）食品表示関係法令の改正等最新情報に常に留意するとともに、フォローアップ講習会
が開催される場合はその受講に努めること。

　（４）消費者の求めに応じて、取り扱う食品表示に関する適切な情報提供を行うこと。

　（５）食品表示に関する行政施策に協力すること。

第２章　講習会等
（事業の普及）

第４条　実施機関は、事業の適正な運用及び普及に努めるものとし、適正表示推進者育成講習
会又はフォローアップ講習会（以下「講習会」という。）の開催に当たっては、効果的な周知を図るものとする。

（講習会受講の申込）
第５条　講習会を受講しようとする者は、別記様式第１号に定める申込書を、当該講習会を開

催する実施機関に提出しなければならない。

（適正表示推進者証の交付等）

第６条　実施機関は、自らが開催した適正表示推進者育成講習会の受講者に対して、別記様式
第２号に定める適正表示推進者証を交付するとともに、次に掲げる事項を記載した名簿を作成し、管理するものとする。
（１）適正表示推進者氏名

（２）受講年月日

（３）適正表示推進者証番号

（４）メールアドレス（メール配信を希望する者に限る。）

（適正表示推進者証の記載事項等の変更）

第７条　適正表示推進者は、第５条に規定する申込書に記載した氏名又はメールアドレスに変
更があったときは、適正表示推進者証の交付を受けた実施機関に対し、別記様式第３号により変更届（氏名に変更があった場合は、適正表示推進者証を添付する。）を提出しなければならない。
２　実施機関は、前項に規定する変更届が提出されたときは、速やかに前条に規定する名簿の訂正を行うとともに、氏名変更にあっては、変更後の適正表示推進者証を書換え交付するものとする。
（適正表示推進者証の再交付）

第８条　適正表示推進者は、適正表示推進者証をき損又は紛失したときは、交付を受けた実施機関に対し、別記様式第４号により適正表示推進者証の再交付を申請することができる。

２　実施機関は、前項に規定する再交付申請があったときは、適正表示推進者証を再交付するものとする。
　第３章　開催機関

（開催機関の指定）

第９条　開催機関の指定は、事業を実施しようとする公益法人等の申請により行う。
２　開催機関の指定を受けようとする公益法人等は、別記様式第５号による申請書に、必要な書類を添えて、知事に申請しなければならない。

３　知事は、前項の規定による申請に基づき審査を行い、その結果、申請者が食品表示に関する指導、助言等の実績を有し、かつ、当該事業を実施するに十分な能力があり適正な運営ができると認めたときは、開催機関として指定するものとする。

４　知事は、前項の指定を行ったときは、当該法人等に別記様式第６号に定める指定書を交付するものとする。

（開催機関の変更）

第１０条　開催機関は、前条第２項に規定する申請書の記載事項及び添付書類に変更があったときは、別記様式第７号による変更届に、変更事項が確認できる関係書類を添えて、遅滞なく知事に提出しなければならない。

（受講料）

第１１条　開催機関は、講習会の開催及び適正表示推進者証の交付に係る必要な受講料を徴収することができる。なお、受講料額は、自らが定めるものとする。

（秘密保持及び個人情報の保護）

第１２条　開催機関及びその職員等は、事業の実施に際して知り得た秘密を関係者以外に漏らし、又は自己の利益のために使用してはならない。
２　開催機関及びその職員等は、個人情報を取り扱うに当たっては、別記「個人情報取扱特記事項」を守らなければならない。
（指示）

第１３条　県は、事業の公正性を保ち、かつ、その適切な運用を図るために必要があると認めるときは、開催機関に対し、必要な報告を求め、又は職員に、その事務所等に立ち入りさせ、事業の状況、書類その他必要な物件を検査させ、若しくは質問させることができる。

２　知事は、事業の適切な運用を図るため、開催機関に対し、必要な指示を行うことができる。

（指定の取消し）

第１４条　知事は、開催機関が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、その指定を取り消すことができる。

（１）事業の公正が著しく損なわれたとき。

（２）前条第１項に規定する報告、立入、検査、質問若しくは同条第２項に規定する指示を
理由なく拒んだとき。　

第４章　雑則

（その他）

第１５条　本要綱で定めるもののほか、必要な事項については、別に定める。

附則

　本要綱は、平成２１年７月２日から施行する。
本要綱は、令和５年７月２６日から施行する。

別記様式第１号
　　年　　月　　日
実施機関の長　様
受講申込書
　
次の講習会を受講したいので、申し込みます。
	講習会名
	【希望する講習会を○で囲んでください】
食品の適正表示推進者育成講習会　・　フォローアップ講習会

	開催日・会場
	令和　　年　　月　　日 開催
	会場名：　　　　　　　　　会場

	フリガナ
	

	受講者氏名
	

	生年月日
	（　男 ・ 女　）

	勤務先等
	名称、屋号又は商号
	

	
	営業者名
（法人にあっては法人名）
	

	
	所在地
	〒　　‐


	
	電話
	

	
	FAX
	

	E-mail※2
（携帯電話不可）
	

	主な取扱い食品
	＜記載例＞　そうざい、和菓子、漬物　など



	領収証宛名
	空欄または上様での発行は御遠慮ください。



※１　勤務先、事業所又は営業施設に関する情報を記載してください。
※２　食品表示関係法令の改正など、最新情報のメール配信を希望する場合は記載してください。
【注：個人情報の取扱いについて】
御記入いただいた個人情報は、当該講習会の受付作業及び連絡、メール配信等に使用し、本人の同意がある場合など除き、目的以外のために利用したり、第三者に提供することはありません。
別記様式第２号

食品の適正表示推進者証

第　　　号

食品の適正表示推進者氏名

　上記の者は、広島県食品の適正表示推進者育成講習会を受講したことを証します。

　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　実施機関の長　　　㊞

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

食品表示のことは私におたずねください。

　

適正表示推進者は、消費者の健康保護や食品を選択する際の重要な情報源である食品表示に関して次のことを行います。
１　取り扱う食品表示が適切であることを確認する。

２　事業者又は従業員等に対して、食品表示に関する啓発を行う。

３　食品表示関係法令の改正等最新情報に常に留意するとともに、フォロー

アップ講習会が開催される場合はその受講に努める。

４　消費者の求めに応じて、取り扱う食品表示に関する適切な情報提供を行う。
５　食品表示に関する行政施策に協力する。
別記様式第３号

　　年　　月　　日

実施機関の長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　

食品の適正表示推進者変更届

　次のとおり変更がありましたので、届出します。

	
	変更前
	変更後

	氏名
	
	

	メールアドレス
	
	


（添付書類）

適正表示推進者証（氏名に変更があった場合に限る。）

別記様式第４号

　　年　　月　　日

実施機関の長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　

食品の適正表示推進者証再交付申請書

　次の理由により、適正表示推進者証の再交付を申請します。

	再交付が必要な理由
	


別記様式第５号

　　年　　月　　日

広島県知事　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人の所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称
　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　　㊞

開催機関指定申請書

　広島県食品の適正表示推進者育成事業実施要綱第９条第２項の規定により、開催機関の指定の申請をします。

添付書類

（1） 定款又は寄付行為及び登記簿の謄本

（2） 業務規程

（3） 食品の適正表示推進に係る指導・助言等の実績

別記様式第６号

開催機関指定書

法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　広島県食品の適正表示推進者育成事業実施要綱第９条第４項の規定により、開催機関として指定します。

　　年　　月　　日
広島県知事　　印
別記様式第７号

　　年　　月　　日

広島県知事　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人の所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　　　㊞

開催機関変更届

　次のとおり、広島県食品の適正表示推進者育成事業実施要綱第９条第２項の規定に基づく申請の内容に変更があったので、同要綱第１０条の規定により届け出ます。

１　変更内容

　　新

　　旧

２　変更年月日

３　添付書類

　　変更内容を確認できる書類
別記
　　　　　　　　　　　　　個  人  情  報  取  扱  特  記  事  項
　（基本的事項）
第１　受注者は、この契約による業務（以下「業務」という。）を行うに当たっては、個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）に基づき、個人の権利利益を侵害することのないよう個人情報を適正に取り扱わなければならない。
　（秘密の保持）
第２　受注者は、業務に関して知り得た個人情報の内容をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならない。この契約が終了し、又は解除された後においても、同様とする。
　（取得の制限）
第３　受注者は、業務を行うために個人情報を取得するときは、当該業務の目的を達成するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により取得しなければならない。
　（目的外利用・提供の禁止）
第４　受注者は、発注者の指示又は承諾があるときを除き、業務に関して知り得た個人情報を利用目的以外の目的に利用し、又は第三者に提供してはならない。
　（安全管理措置）
第５　受注者は、業務に関して知り得た個人情報の漏えい、滅失又は毀損の防止その他の個人情報の安全管理のために必要かつ適切な措置を講じなければならない。
　（従事者への周知及び監督）
第６　受注者は、業務に従事している者（以下「従事者」という。）に対し、在職中及び退職後において、業務に関して知り得た個人情報の内容をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならないことを周知するとともに、業務を処理するために取り扱う個人情報の安全管理が図られるよう、従事者に対して必要かつ適切な監督を行わなければならない。
　（個人情報の持ち出しの禁止）
第７　受注者は、発注者の指示又は承諾を得た場合を除き、個人情報が記録された資料等をこの契約に定める実施場所その他発注者が定める場所の外に持ち出してはならない。
　（複写・複製の禁止）
第８　受注者は、発注者の承諾があるときを除き、業務を行うために発注者から引き渡された個人情報が記録された資料等を複写し、又は複製してはならない。
（再委託等に当たっての留意事項）
第９　受注者は、発注者の書面による承諾を得て業務の全部又は一部を第三者に委託（二以上の段階にわたる委託をする場合及び受注者の子会社（会社法（平成17年法律第86号）第２条第１項第３号に規定する子会社をいう。）に委託をする場合を含む。以下「再委託等」という。）する場合には、再委託等の相手方に対し、発注者及び受注者と同様の安全管理措置を講じなければならないことを周知するとともに、この契約に基づく個人情報の取扱いに関する一切の義務を遵守させるものとする。
（再委託等に係る連帯責任）
第10　受注者は、再委託等の相手方の行為について、再委託等の相手方と連帯してその責任を負うものとする。
　（再委託等の相手方に対する管理及び監督）

第11　受注者は、再委託等をする場合には、再委託する業務における個人情報の適正な取扱いを確保するため、再委託等の相手方に対し適切な管理及び監督をするとともに、発注者から求められたときは、その管理及び監督の状況を報告しなければならない。
（個人情報の返還又は廃棄）
第12　受注者は、業務を行うために発注者から提供を受け、又は自らが取得した個人情報が記録された資料等について、業務完了後、発注者の指定した方法により、直ちに返還又は廃棄しなければならない。
（取扱状況の報告及び調査）
第13　発注者は、必要があると認めるときは、受注者又は再委託等の相手方に対して、業務を処理するために取り扱う個人情報の取扱状況を報告させ、又は調査を行うことができる。
　（漏えい等の発生時における報告）
第14　受注者は、業務に関し個人情報の漏えい、滅失、毀損その他の個人情報の安全の確保に係る事態が発生し、又は発生したおそれがあること（再委託等の相手方により発生し、又は発生したおそれがある場合を含む。）を知ったときは、直ちに発注者に報告し、発注者の指示に従わなければならない。
（契約解除）
第15　発注者は、受注者が本特記事項に定める義務を履行しない場合又は法令に違反した場合には、この契約を解除することができる。
　（損害賠償）
第16　業務の処理に関し、個人情報の取扱いにより発生した損害（第三者に及ぼした損害を含む。）のために生じた経費は、受注者が負担するものとする。
※1








